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2 事業の実施に関する事項
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重要な会計方針
計算書類の作成は、

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

う浚者卜し

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金
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グ∂⊇′。6

^男
'9″ A

)o∂ク、′́ t

。,"″
`

∠.´沙′ノアι ノゲ́ (′♪ノタp▲ ムヵヽ /´′フイ

t, ρ ″

皮幸P″∞
,′ο′o0
ュゝ″、クω
″ルい

ュ′′θθ″

夕′a♪でつ

ユ≧″ノ～
ノノル
"

洲「∂

以′ヴηθ′“
″ い
2ヽ夕3びハ

″寧メ

どT/`‐■つ
'0 `冶

スと●′ρ ぐノ(CIPυ
ci‐ 1/s―

`:θ

ιっ

`=ノ`′
わ ご/許」θPつ

/.′ク2ハノスつ

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬

退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費蒻曖
・
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その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

金 額 算定方法内容

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



内 容 期 首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

合計
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5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

事業費と管理費の按分方法

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。
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確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)
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国以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
国各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)
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